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在宅医療推進における最新の知見

本日の内容

1. 超高齢社会の日本と2025年問題の処方箋？

2. 高齢者のニーズと在宅医療・介護

3. これまでの在宅医療・介護連携推進事業と今後

4. 地域包括ケアシステムの5 +1の要素と自・互・共・公助

5. 地域ケア会議

6. 医療・介護総合確保推進法

7. 在宅医療・介護推進のための多職種協働

8. 在宅医療・介護推進研修教材

9. 2025年地域包括ケアシステムの構築に向けて
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はじめに

超高齢社会: 日本

超高齢社会: 日本
• 2000年に公的介護保険の導入

– 高齢者の自立を支援、介護者の負担軽減

• 在宅介護、家族介護への援助、財政的持続可能性

• 2007年に高齢者が21.5%の超高齢社会(初） （2013年10月は25.1%）

– 平均寿命: 女86歳・男79歳 など、いくつかの健康指標が世界一

• ヨーロッパの高齢社会に比して、第二次世界大戦後に急速に到達

• 2011年に国民皆保険50周年

• 日本国憲法の保健医療の普遍性を追求

• 高騰する医療費・高齢化

• 諸外国に比して高くはない医療費、高い医療の質の確保
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2025年問題: 人口ピラミッドの変化

総務省｢国勢鯛査｣及び｢人口推計｣､国立社会保障･人ロ問題研究所｢日本の将来推計人口(平成24年１月推計):出生中位･死亡中位推計

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/zaitaku/dl/h24_0711_01.pdf
厚生労働省ホームページ： 健康・医療 「在宅医療の最近の動向」より

高齢者のニーズに応じる
在宅医療

在宅医療推進拠点事業
と

行政の役割
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高齢者の医療ニーズとは何か
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平成25年度 在宅医療・介護連携推進事業研修会 資料 鳥羽研二先生 「高齢者のニーズに応える在宅医療」 より
国立長寿医療研究センターホームページ:http://www.ncgg.go.jp/zaitaku1/pdf/jinzaiikusei/2013/kogi1_1022_toba.pdf

高齢者医療の原則

1. ケア（Caring ） ＞治癒（キュア：Curing ）
2. 生活機能重視 （疾病重視でない）

高齢者総合的機能評価: CGA

3. 複数の併存症を同時並行で管理
4. 多職種連携で「治す」から「支える」へ

浮腫 悪心・嘔吐 便秘

在宅医療・介護に対する市民のニーズ・ウオンツ在宅医療・介護に対する市民のニーズ・ウオンツ

• 要介護状態でも、
自宅や子供・親族の家での
介護を希望するが４0%以上

60％以上の市民が

「自宅で療養したい」

高齢者の健康に関する意識調査（平成19年度内閣府）
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介護老人福祉施設に入所

介護老人保健施設を利用

病院などの医療機関入院

民間有料老人ホーム等を利用

療養に関する希望
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なるべく今まで通った（または現在入院中の）医療機関に入院したい

なるべく早く緩和ケア病棟に入院したい

自宅で療養して、必要になればそれまでの医療機関に入院したい

自宅で療養して、必要になれば緩和ケア病棟に入院したい

自宅で最後まで療養したい

専門的医療機関(がんセンターなど）で積極的に治療が受けたい

老人ホームに入所したい

人生の最終段階の療養場所に関する希望

終末期医療に関する調査（各年）

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/zaitaku/dl/h24_0711_01.pdf

厚生労働省ホームページ： 健康・医療 「在宅医療の最近の動向」より
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在宅医療・介護連携推進事業

3

在宅医療連携拠点事業(平成２４年度まで）

〇各地域における関係機関の連携

→多職種協働の在宅医療支援体制を構築

→包括的かつ継続的な医療・介護サービスの提供

平成２３年度 １０ヶ所
平成２４年度 １０５ヶ所

1. 課題解決策の抽出
2. 負担軽減支援
3. 多職種連携
4. 住民普及・啓発
5. 人材育成

http://www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/zaitaku/dl/h24_0711_01.pdf
厚生労働省ホームページ： 健康・医療 「在宅医療の最近の動向」より
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www.mhlw.go.jp/seisakunitsuite/bunya/kenkou_iryou/iryou/zaitaku/dl/zaitakuiryou_all.pdf

厚生労働省ホームページ： 健康・医療 「在宅医療・介護の推進について」より

在宅医療・介護の連携推進の方向性
〇地域における医療・介護の関係機関の連携

→包括的かつ継続的な医療・介護サービスの提供
〇市町村が中心+地域医師会と緊密に連携

→多職種協働で在宅医療・介護を一体的に提供できる体制構築
2018年

市町村の
在宅医療連携拠点

義務化

市町村(行政）の立ち位置

1. 市町村(行政）は、医療→介護の連携を推進

•医師会をはじめ医療・介護の職能団体

•需要者である市民

→ コーディネーター: 調整役

2. 地域の自主性や主体性を活かす

•地域包括ケアシステムを構築

•多職種協働

•介護→医療の連携

→在宅医療の推進


